




 

 

 

本市は、昭和３０年代初頭からの経済成長政策

に伴い、産業振興と労働力の確保により人口が流

入し、西武池袋線などに沿って近郊住宅地が広が

るとともに、ひばりが丘団地、東久留米団地、滝

山団地など、大規模な住宅団地が相次いで建設さ

れ、首都圏近郊の住宅都市として発展してきまし

た。また、都心まで電車で約３０分の交通利便性

とともに、「落合川と南沢湧水群」などの多くの

豊かな自然が残る住環境を形成しています。  

近年では、人口減少や高齢化、既存建築物の老朽化、社会ニーズの変化、

産業構造の変化などを背景に、全国的に空き家が増加傾向であると同時に、

老朽化等による空き家の問題が顕在化しております。  

空き家等が適正に管理されないまま放置されてしまうと、防災・防犯・安

全・環境・景観等、生活環境に深刻な影響を及ぼす可能性もあり、本市にお

いても特に戸建て住宅の空き家に関する相談等が多く寄せられています。こ

のような中で、空き家問題について総合的に対応していく必要性が高まって

おります。  

本市では、平成２７年５月に全面施行した「空家等対策の推進に関する特

別措置法」を契機に庁内関係部署による連携の強化を図るとともに、平成２

９年８月より東久留米市空家等対策協議会において空家等対策の方向性につ

いて精力的に協議を進め、このたび東久留米市空家等対策計画を策定する運

びとなりました。  

今後の空家等対策では、所有者だけでなく市民の皆様においても身近にあ

る空家等に関心を持ち、市の施策に対する理解を高めていただくことや、空

家等やその跡地が有効活用されることによりまちの価値や魅力が維持され、

あるいは向上するきっかけとなることが重要と考えております。  

本計画は、市民の皆様にご理解とご協力をいただきつつ、関係団体、事業

者の皆様、市が連携を図りながら取り組んでまいりますので、より一層のご

理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。  

結びに、本計画の策定にあたりご尽力いただきました東久留米市空家等対

策協議会の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見やご提案をいただきました市

民の皆様に心より深く感謝申し上げます。  

 

 

東久留⽶市空家等対策計画の策定にあたって 

東久留米市長 
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P.1 

 

１．空家等対策計画策定の背景 

１-１ 空家等対策の推進に関する特別措置法について 

適切な管理が⾏われていない空家等は防災、衛⽣、景観等の地域住⺠の⽣活環境に深
刻な影響を及ぼすことから、平成 26 年 11 ⽉に「空家等対策の推進に関する特別措置法」
が制定され、平成 27 年 5 ⽉に全部施⾏されました。 

同法では、空家等の所有者等の責務として、空家等を適切に管理することが規定され
ました。また、市町村の責務として、空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関
する対策の実施その他空家等に関する必要な措置を適切に講じるよう努めることが規定
されました。 

 
１-２ 空家等対策計画策定について 

全国的に⼈⼝の減少が進む中でも、本市は、都市近郊の住宅都市として発展し、ここ数
年の⼈⼝は同⽔準を維持しています。 

しかし、超⾼齢化が進んでいることもあり、⾼齢者のみの世帯が持ち家に居住してい
る⽐率が⾼いため、⼈が現在居住している建物についてもいわゆる「空き家予備軍」のリ
スクが⼤きいとの指摘もあります。今後、空家等は増加すると予測され、⽣活環境に影響
が出ることが懸念されます。 

そこで、本市では、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、空家法に
基づく空家等対策計画の作成などに関する事項につき、市⻑や市⺠、学識経験者などで
構成する「東久留⽶市空家等対策協議会」において協議を⾏いました。 

「東久留⽶市空家等対策協議会」では、平成 30 年度（2018 年度）に「東久留⽶市空家
等対策計画作成の基本⽅針」を決定し、令和元年度（2019 年度）に様々な課題に伴う施
策等を検討しました。この検討を受けて、本市では「東久留⽶市空家等対策計画」として
取りまとめました。 

「東久留⽶市空家等対策計画」において、「第１章 はじめに」では、計画における基
本的事項を定義しています。次に「第２章 東久留⽶市の空家等をとりまく現状と課題」
では、本市の現状と課題を整理しています。そして「第３章 基本⽅針等」では、「東久
留⽶市空家等対策計画」の基本⽅針等を取りまとめています。また、第４章以降では、
「空家等対策の推進に関する特別措置法」第６条第２項に掲げられる事項に則し、具体
的施策を取りまとめています。 

 
 
 

以降において、次の略語を使⽤します。 
「本計画」 東久留⽶市空家等対策計画 
「空家法」 空家等対策の推進に関する特別措置法 

第１章  はじめに 



 

P.2 

２．本計画における用語の定義 

２-１ はじめに 

本計画における対象等を⽰す各⽤語は、その種別や条件等が⽤語ごとに異なります。
その定義等について以降で説明します。 

 
２-２ 空家等 

●空家法の「空家等」と同じ定義 

「空家等」については、空家法第２条第１項では、 

 

と定義しています。 
「建築物」とは、建築基準法第２条第１号の「建築物」と同義となります。（「空家等に

関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（以下、本計画では「基
本指針」という。）による。） 

空家法での「空家等」は、⼀般的に『家』としてイメージされる住居専⽤住宅、店舗（事
務所）併⽤住宅のほか、事務所や店舗、倉庫等も含まれる「建築基準法上の建築物」を指
します。 

また、空家法第２条「（居住その他の）使⽤がなされていないことが常態である」とい
う点について、「基本指針」では、 

 

と記載しています。 
以上のことより、本計画では、 
「空家等」は、建築基準法上の建築物⼜はこれに附属する⼯作物であって、概ね年間を

通して使⽤実績のないもの及びその敷地（⽴⽊その他の⼟地に定着する物を含む。）をい
う。ただし、国⼜は地⽅公共団体が所有し、⼜は管理するものを除く。 
とします。 

このことから、建築物であっても「全室が空き室ではない共同住宅（及びその個別の空
き室）」は、当該の空き室以外は使⽤されていることから、空家法の措置の対象とはなり
ません。また、建築物ではない「空き地」も同様に、空家法の措置の対象とはなりません。 

 
 

この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

（前略）「居住その他の使用がなされていない」ことが「常態である」とは、建築物等が

長期間にわたって使用されていない状態をいい、例えば概ね年間を通して建築物等の使用

実績がないことは１つの基準となると考えられる。 
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２-３ 特定空家等 

●空家法の「特定空家等」と同じ定義 

「特定空家等」については、空家法第２条第２項では、 

 

と定義しています。本計画では、 
「特定空家等」は、空家法第２条第２項の状態と認められる「空家等」 

とします。 
 

２-４ 統計空き家 

●住宅・土地統計調査の「空き家」を「統計空き家」と呼ぶ独自定義 

住宅・⼟地統計調査は、住⼾に関する実態並びに現住居以外の住居及び⼟地の保有状
況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及
び地域別に明らかにすることにより、住⽣活関連諸施策の基礎資料を得ることを⽬的と
しています。 

この調査は、標本調査による推計値の掲載であり実数ではないものの、5 年に 1 度、定
期的に全国規模で実施していることから、⻑期間での推移や周辺⾃治体との⽐較などが
可能となります。 

この調査における「空き家」は、「居住世帯のない住宅（※1）」のうち、「⼀時現在者の
みの住宅（※2）」と「建築中の住宅（※3）」ではない住宅を指します。（下図参照） 

 
■住宅・⼟地統計調査の「空き家」とは 

 
※1 居住世帯のない住宅：ふだん⼈が居住していない住宅。 
※2 ⼀時現在者のみの住宅：昼間だけ使⽤している、何⼈かの⼈が交代で寝泊まりしているな

ど、そこにふだん居住している者が⼀⼈もいない住宅。 
※3 建築中の住宅：住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、⼾締まりができる

までにはなっていないもの（鉄筋コンクリートの場合は、外壁が出来上がったもの）。な
お、⼾締まりができる程度になっている場合は、内装が完了していなくても、「空き家」
となる。また、建築中の住宅でも、ふだん⼈が居住している場合には、建築中とはせずに
⼈が居住する⼀般の住宅とする。 

出典：総務省統計局「平成 25 年住宅・土地統計調査 用語の解説 住宅」 

この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険と

なるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行わ

れていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

住宅以外で人が居住する建物 

居住世帯のある住宅 住宅 

居住世帯のない住宅 一時現在者のみの住宅 

空き家 

建築中の住宅 
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この調査における「空き家」は、新築建売や別荘利⽤でも「空き家」に含まれることか
ら、空家法の「空家等」と区別するために、本計画では、 

住宅・⼟地統計調査の「空き家」を「統計空き家」と呼ぶ独⾃定義 
とします。 
 

２-５ 調査空家等 

●空家法の「空家等」と同じ建築物が対象だが、不使用の期間が違うものを独自定義 

本市では、平成 28 年度「東久留⽶市空き家等実態調査」により全棟調査を実施し、そ
の後の平成 29 年度に「空き家等所有者アンケート調査」を実施しています。 

この調査で対象とした建物は、空家法の「空家等」と同じ建築物（例えば、⼾建住宅、
店舗等併⽤住宅、全室空室の共同住宅、倉庫・作業所）です。全棟調査時点で使⽤してい
ない（可能性が⾼い）建物であっても、アンケート調査の時点で使⽤もしくは居住してい
ることが判明した建物は除かれています。 

そのため、空家法の「空家等」とは異なり、「概ね年間を通して使⽤実績のない」こと
は判定（確定）していないことから、本計画では、 

この調査の結果である、使⽤されていない（可能性が⾼い）建築物を「調査空家等」と
呼ぶ独⾃定義 
とします。 

 
２-６ 準空家等 

●空家法の「空家等」と同じ建築物が対象だが、「現に不使用である」ものを独自定義 

使⽤がなされていないことが常態となった「空家等」への取り組みと同時に、「空家等
としない」ための取り組みも重要であることから、“現に不使⽤”である建物の所有者に対
しても管理や活⽤を促す必要があります。 

そのため、本計画では、 
「現に使⽤されていないと認識される」建築物から「空家等」を除いたものについて、

「準空家等」と呼ぶ独⾃定義 
とします。 

「準空家等」は、「調査空家等」と定義領域が似ています。「準空家等」は、「調査空家
等」と「現に使⽤していない」という点で重複しますが、「調査空家等」が、1 年以上不
使⽤が確定していないのに対し、「準空家等」は、「1 年未満」不使⽤であるということが
確定している点が異なります。 

つまり、調査時点で現に使⽤していない（可能性が⾼い）建物が「調査空家等」であり、
「調査空家等」のうち、使⽤されていない期間が 1 年未満であれば「準空家等」、使⽤さ
れていない期間が 1 年以上であれば「空家等」となります。  
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２-７ 「空家等」「準空家等」「統計空き家」「調査空家等」の違い（イメージ） 

「空家等」「準空家等」「調査空家等」「統計空き家」について、「種別」「時間」軸別の
区分、範囲は、概ね下表となります。 

 
■「空家等」「準空家等」「統計空き家」「調査空家等」の種別・時間別 
 居住中・使⽤中 現に不使⽤ 1 年以上不使⽤ 

⼾建住宅 

   

店舗等併⽤住宅 

   

店舗・事務所専⽤ 

   

倉庫・作業所 

   

全室空室の 
共同住宅 

   

共同住宅の空室 
（≠全室空室） 

   

新築⼾建建売 

   

別荘 
(＝⼆次的住宅) 

   

※「調査空家等」は、「現に」ですが「1 年以上」であるかどうか不明であることを表しています。 
 

空家等 

空家等 

空家等 

空家等 

空家等 

準空家等 

準空家等 

準空家等 

準空家等 

準空家等 

調査空家等 

調査空家等 

調査空家等 

調査空家等 

調査空家等 

統計空き家 

統計空き家 

統計空き家 

統計空き家 

統計空き家 

統計空き家 

種別 時間 



 

P.6 

 



 

P.7 

 

１．人口動向 

１-１ 人口・世帯数 

●本市のここ数年の人口は、同水準を維持しています。ただし、一世帯当たりの世帯員数

は、減少傾向です。 

平成 29 年 10 ⽉現在の本市の⼈⼝は 116,889 ⼈、世帯数は 53,641 世帯であり、⼀世帯
当たりの世帯員数は約 2.18 ⼈です。⼈⼝と世帯数の増加状況を⽐較すると、⼈⼝の増加
率に⽐べ世帯の増加率が⼤きいことから、⼀世帯当たりの世帯員数が減少する傾向にあ
ります。 

 
■⼈⼝・世帯数の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

  

114,848  114,413  116,272  117,102  116,889 

50,239  50,624  51,782 
52,867  53,641 

2.29 

2.18 
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40,000

60,000

80,000
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140,000

H21年 H23年 H25年 H27年 H29年

人口 世帯数（一般） 仮 1世帯当たり世帯員数

（人・世帯） （人/世帯）

第 2 章  東久留⽶市の空家等をとりまく現状と課題 



 

P.8 

１-２ 高齢化の状況 

●平成 29 年 10 月現在、市民の 27.8％が、65 歳以上の高齢者です。平成 21 年から

平成 29 年の 8 年間で 75 歳以上の後期高齢者は、1.55 倍に増加しています。 

年齢階級別に⼈⼝構成を⾒ると、平成 21 年から平成 29 年までの 8 年間で⾼齢⼈⼝は
1.24 倍に増加し、平成 29 年では、市⺠の 27.8％が 65 歳以上の⾼齢者となっています。 

 
■⼈⼝構成の推移 

 

※年少⼈⼝：0〜14 歳 ⽣産年齢⼈⼝：15〜64 歳 ⾼齢⼈⼝：65 歳以上 
※⼩数点以下四捨五⼊処理のため、合計が 100％にならない場合があります。 

資料：住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 
 

⾼齢⼈⼝のうち、後期⾼齢者となる 75 歳以上の⼈⼝は、平成 21 年から平成 29 年の 8
年間で 1.55 倍に推移しています。 

 
■⾼齢⼈⼝ 65 歳〜74 歳・75 歳以上の推移 

 

資料：住民基本台帳（H21～H29：（各年 10 月 1 日現在））、第７期東久留米市高齢者福祉 

計画・介護保険事業計画（R 元、R7 予測） 

15,046  14,646  14,632  14,631  14,331 

73,563  72,532  72,271  71,257  70,036 

26,239  27,235  29,369  31,214  32,522 

0
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8 年間で 1.55 倍 
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●一人暮らしの高齢者世帯は、増加傾向です。 

市内の 65 歳以上の⾼齢者世帯のうち、⼀⼈暮らし世帯数は、6,201 世帯（平成 21 年）
から 9,175 世帯（平成 29 年）に増えています。 

市内の全世帯数は、53,641 世帯（平成 29 年）です。⼀⼈暮らしの⾼齢者世帯の占める
割合は、12.3％（平成 21 年）から 17.1％（平成 29 年）に増えています。 

 
■⼀⼈暮らし世帯数の推移 

 
          資料：住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在）、第７期東久留米市高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画 

  

50,239  50,624  51,782  52,867  53,641 

6,201 
6,800  7,614  8,401  9,175 
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１-３ 将来人口 

●まち・ひと・しごと創生総合戦略では、2050 年代まで人口 10 万人を維持すること

を目標としています。 

⽣産年齢⼈⼝の割合は、平成 29 年（2017 年）は 59.9％（P.8 上図「⼈⼝構成の推移」
参照）であるのに対し、約 40 年後の 2060 年の⽬標値は 54.2％であり、5.7％減少するこ
とを予測しています。このことから、まち・ひと・しごと創⽣総合戦略では、2060 年ま
でに 0 歳代から 40 歳代の若者・⼦育て世代 3,600 ⼈の転⼊者を追加していくことを⽬指
しています。 

 
■将来⼈⼝の推移 

 

※年少⼈⼝：0〜14 歳 ⽣産年齢⼈⼝：15〜64 歳 ⾼齢⼈⼝：65 歳以上 
※⼩数点以下四捨五⼊処理のため、合計が 100％にならない場合があります。 

資料：東久留米市人口ビジョン 

 

１-４ 人口動向と空家等の課題 

本市のここ数年の⼈⼝は、同⽔準を維持しています。しかし、⾼齢者の⽐率は、年々増
え続けています。さらに、令和 7 年（2025 年）には団塊の世代が 75 歳を迎えることで、
後期⾼齢者⼈⼝の増加が⾒込まれます。 

あわせて、⼀世帯当たりの世帯員数が減少傾向にあり、⼀⼈暮らしの⾼齢者世帯が年々
増加していることから、全体世帯数に占める⾼齢者世帯の割合も年々⾼くなっています。
そのため、⾼齢の所有者の死亡に伴う相続等の問題等により、空家等がさらに増加する
ことが懸念されます。 

現在までの⽣産年齢⼈⼝の減少傾向や、将来⼈⼝の減少予測といった、将来⼈⼝の推
移は、空家等の増減に関わる要因の１つです。まち・ひと・しごと創⽣総合戦略では「2050
年代まで⼈⼝ 10 万⼈維持」を⽬標としていることから、空家等やその跡地の活⽤の促進
も、⼈⼝流⼊につながると考えられます。 

 

14,957  13,827  14,207  14,523  13,777  13,001 

74,246  69,027  64,716  57,340  54,466  52,612 

27,347  32,868  33,228 
35,881  34,733 

31,493 
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２．本市の住宅の現状 

２-１ 住宅の現状 

平成 25 年住宅・⼟地統計調査では本市の住宅総数は 54,770 ⼾であり、うち居住世帯
あり住宅数は 49,470 ⼾です。 

 
■住宅総数と居住世帯あり住宅数の推移 

 
資料：平成 5 年住宅統計調査、住宅・土地統計調査（平成 10 年～平成 25 年） 
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●住宅の建て方では、一戸建ての戸数より、共同住宅の戸数が多くなっています。 

平成 25 年住宅・⼟地統計調査では住宅総数は 49,470 ⼾であり、うち⼀⼾建てと共同
住宅の割合は、共同住宅が⾼く 52.8％となっています。 

 
■住宅の建て⽅ 

 

            資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

          ※全室空き室以外の共同住宅の空き室は、空家法の対象ではありません。 
 

●住宅の所有の関係では、持ち家における一戸建ての割合が７割以上です。また、借家の

うち共同住宅の割合が９割以上です。 

持ち家のうち⼀⼾建ての割合は 72.5％（20,070 ⼾）であり、共同住宅の割合は 26.7％
（7,390 ⼾）です。⼀⽅、借家の⼀⼾建て割合は 6.3％（1,190 ⼾）であり、共同住宅は
91.5％（17,330 ⼾）となっています。 

 
■住宅の所有の関係別住宅の建て⽅ 

  
※⼩数点四捨五⼊処理のため、合計が 100％にならない場合があります。 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

※平成 25 年住宅・⼟地統計調査「第 2 表 住宅の種類(2 区分)・住宅の所有の関係(2 区分)別住宅
数、住宅以外で⼈が居住する建物数並びに世帯の種類(4 区分)別世帯数及び世帯⼈員―市区町
村」に掲載される「住宅総数」（この「第 2 表」に掲載される「住宅総数」は P.11「居住世帯あ
り住宅数」と同義）49,470 ⼾のうち、「住宅の種類」として、専⽤住宅 48,810 ⼾、店舗その他
の併⽤住宅 650 ⼾となっています。なお、住宅・⼟地統計調査では 10 の位を端数処理している
ため、専⽤住宅と併⽤住宅の合計は 10 ⼾の差が⽣じています。また、平成 25 年住宅・⼟地統
計調査「第 7 表 住宅の所有の関係(5 区分)，建て⽅(4 区分)，階数(4 区分)別専⽤住宅数―市区」
に掲載される専⽤住宅総数 48,810 ⼾には、「持ち家」でも「借家」でもない「住宅の所有関係
「不詳」」が含まれます。  

45.6%

1.3%

52.8%

0.3%

一戸建て

長屋建て

共同住宅

その他

仮

（22,550戸）

（660戸）

（26,130戸）

（130戸）

72.5%
0.7%

26.7%

0.1%

一戸建て

長屋建て

共同住宅

その他

仮

持ち家

(20,070⼾)
(180⼾)

(7,390⼾)

(40⼾)
6.3%

2.2%

91.5%

0.1%

一戸建て

長屋建て

共同住宅

その他

仮

借家 (1,190⼾)
(410⼾)

(17,330⼾)

(20⼾)
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●65 歳以上の単身世帯が全体の 14.4％あり、その半数以上は持ち家です。 

平成 25 年住宅・⼟地統計調査における本市の主世帯総数（「居住世帯のある住宅」と
同数）49,470 世帯であり、うち 65 歳以上の単⾝世帯が全体の 14.4％（7,120 世帯）です。
そのうち 3,680 世帯（全体の 7.4％）が持ち家です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●約３割が旧耐震基準で建てられた耐震性能に不安の残る住宅です。 

平成 25 年住宅・⼟地統計調査における本市の旧耐震基準（昭和 56 年以前）で建てら
れた住宅は 14,230 ⼾であり、割合にして 32.3％となっています。これを持ち家（27,260
⼾）と借家（16,850 ⼾）の別で⾒ると、持ち家の旧耐震基準割合は 28.9％（7,890 ⼾）、
借家の旧耐震基準割合は 37.7％（6,350 ⼾）となっています。 

 

■住宅の建設時期 

 
資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

※住宅・⼟地統計調査では、10 の位を端数処理しているため、合計が合わない 
場合があります。 

1.0%

1.6%

0.1%

15.6%

11.5%

22.3%

15.6%

15.8%

15.3%

16.6%

16.3%

17.1%

7.5%

8.1%

6.5%

14.3%

14.7%

13.6%

12.3%

14.0%

9.5%

11.8%

10.4%

14.1%

5.3%

7.6%

1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

総 数

持ち家

借 家

昭和35年以前

昭和36年～45年

昭和46年～55年

昭和56年～平成2年

平成3年～7年

平成8年～12年

平成13年～17年

平成18年 ～22年

平成23年～25年9月

仮

32.3％

37.7％

28.9％

42,350
85.6%

3,680 
7.4%

3,440 
7.0%

7,120 
14.4%

「65歳以上の単身」以外

65歳以上の単身 持ち家

65歳以上の単身 借家

(※1) 

■世帯の型と住宅の所有の関係（世帯） 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

※住宅・⼟地統計調査では、「世帯の型」や「住宅の所有の関係」に「不詳」があり、 
住⺠基本台帳での数値とは異なります。 

※1 上図の分類「65 歳以上の単⾝以外」には、世帯の型「不詳」の数が含まれます。 
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●本市は、都心までの交通の利便性が高く、住宅地価も近隣市と比較して平均的な水準

です。 

本市は、都⼼から北⻄約 24km に位置します。市域の東部には池袋⽅⾯と所沢⽅⾯を
結ぶ⻄武池袋線が通り、東久留⽶駅より約 30 分で池袋駅に到着できます。また、幹線系
の道路としては、市域を北⻄から南東⽅⾯に横断する新⻘梅街道と所沢街道、市域を南
北に縦断する⼩⾦井街道と新⼩⾦井街道があり、周辺市や都⼼とを結んでいます。 

国⼟交通省が公開する平成 30 年地価公⽰によると、本市の住宅地の平均価格は 1 ㎡当
たり 211,400 円であり、多摩 26 市中 13 番⽬です。また、近隣 6 市で⽐較すると、3 番
⽬であり、平均的な⽔準です。 

 

■近隣 6 市における住宅地の平均地価⽐較 

 

資料：平成 30 年地価公示 

 

２-２ 住宅の現状と空家等の課題 

本市の住宅地価は近隣市と⽐較して平均的な価格帯となります。また、本市は都⼼ま
での交通の利便性が⾼く、住宅需要は⾼いものと思われます。 

また、旧耐震基準（昭和 56 年以前）で建てられた住宅は全体の 32.3％、持ち家全体の
28.9％となり、これらに適切な耐震改修や修繕が⾏われていない場合、買い⼿の意識とし
て不安が残るため、「売りたいけれども買い⼿が⾒つからない」という空家等の増加が予
想されます。 

本市における持ち家率は約 6 割であり、持ち家のうち⼀⼾建ての割合が 72.5％です。
そのため、「⼀⼾建ての持ち家」に対する施策が重要です。 

また、主世帯総数のうち、7.4％（3,680 世帯）は「65 歳以上の単⾝世帯の持ち家」と
なることから、前述の「⼈⼝動向と空家等の課題」と同様に、所有者の⾼齢化に伴う空家
等の増加が予想されます。 

 

211,400 
184,500 

225,300 

183,100 

279,000 

183,800 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

東久留米市 東村山市 小平市 清瀬市 西東京市 新座市

（円／㎡）
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20

170

950

70

二次的住宅

賃貸用の住宅

売却用の住宅

その他の住宅

（78.5％）

売却用の住宅

一戸建の空き家

種類別内訳（戸）

（※1） 

（※2） 

（※3） 

（※4） 

３．本市の「統計空き家」と「調査空家等」の現状 

３-１ 「統計空き家」の現状 

平成 25 年住宅・⼟地統計調査における本市
の「統計空き家」において、「空き家の種類」の
建て⽅別と割合は、右図及び下図のとおりで
す。「統計空き家」の総数は 5,040 ⼾であり、う
ち⼀⼾建総数が 1,210 ⼾（24.1％）、⻑屋建・共
同住宅・その他総数が 3,820 ⼾（75.9％）です。
それぞれの内訳は、⼀⼾建は「売却⽤の住宅」
が 78.5％と多く、⻑屋建・共同住宅・その他は
「賃貸⽤の住宅」が 89.0％と多い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※住宅・⼟地統計調査では、10 の位を端数処理しているため、合計が合わない場合があります。よっ 
て、各項⽬の割合合計が 100％にならない場合があります。 

※1 ⼆次的住宅：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの⽬的で使⽤される住宅で、ふだんは⼈が住ん
でいない住宅（「別荘」）、ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりする
など、たまに寝泊まりしている⼈がいる住宅（「その他」）。 

※2 賃貸⽤住宅：新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅。 
※3 売却⽤住宅：新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅。 
※4 その他の住宅：上記（⼆次的住宅、賃貸⽤の住宅及び売却⽤の住宅）以外の⼈が住んでいない住宅

で、例えば、転勤・⼊院などのため居住世帯が⻑期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために
取り壊すことになっている住宅などがあります。（注：空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。） 

※1～※4 出典：総務省統計局「平成 25 年住宅・土地統計調査 用語の解説 住宅」 

■ 「統計空き家」の
建て⽅別・種類 

3,820

1,210

建て方別空き家総数（戸）

長屋建・共同住宅・

その他

一戸建

（75.9％）

（24.1％）

50 

3,400 

340 
30 

二次的住宅

賃貸用の住宅

売却用の住宅

その他の住宅

（89.0％）

賃貸用の住宅

長屋建・共同住宅・

その他の種類別

内訳（戸）

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

70戸

3,570戸

1,290戸

110戸

二次的住宅 賃貸用の住宅

売却用の住宅 その他の住宅

■「統計空き家」の種別⼾数 

空き家総数 
5,040 戸 

(1.4%) 

(70.8%) 

(25.6%) 

(2.2%) 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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●本市の空き家率は多摩 26 市中 24 番目です。そのうち、対策を講じる必要がある賃

貸用でも売却用でもない「その他の住宅」は、多摩 26 市のうち最も少ないです。 

平成 25 年住宅・⼟地統計調査における本市の住宅総数は 54,770 ⼾、「統計空き家」総
数(※1)は 5,040 ⼾であり、空き家率は 9.20％です。多摩 26 市における空き家率の平均
割合は 10.84％であり、本市の空き家率は多摩 26 市中 24 番⽬です。 

この「統計空き家」のうち、賃貸⽤でも売却⽤でもない「その他の住宅」に着⽬すると、
本市の「その他の住宅」は 110 ⼾であり、住宅総数の割合で⾒ると 0.20％にとどまりま
す。この「その他の住宅」の割合は多摩 26 市中最も低くなっています。 

 

※1：「統計空き家」（＝住宅・⼟地統計調査の「空き家」）には、「⻑屋・共同住宅・その他」も含
まれます。（「統計空き家」の定義については、P.3 以下を参照）また、令和元年 9 ⽉ 30 ⽇付
で平成 30 年住宅・⼟地統計調査の結果の⼀部が、P.27 のとおり公表済みです。 

 
■空き家率の多摩 26 市⽐較 

   
資料：平成 25 年住宅・土地統計調査 

  

住宅総数

1 武 蔵 野 市 82,930 11,670 14.07%
2 青 梅 市 57,500 7,610 13.23%
3 日 野 市 90,340 11,520 12.75%
4 国 立 市 41,650 5,300 12.73%
5 福 生 市 29,820 3,790 12.71%
6 国 分 寺 市 70,060 8,450 12.06%
7 府 中 市 129,130 15,460 11.97%
8 調 布 市 123,790 14,720 11.89%
9 東 大 和 市 39,160 4,650 11.87%
10 小 金 井 市 64,630 7,610 11.77%
11 昭 島 市 54,080 6,330 11.70%
12 小 平 市 93,650 10,830 11.56%
13 武蔵村山市 30,160 3,480 11.54%
14 羽 村 市 26,730 3,080 11.52%
15 狛 江 市 44,620 5,130 11.50%
16 三 鷹 市 97,820 10,860 11.10%
17 立 川 市 83,760 9,010 10.76%
18 あきる野市 33,570 3,520 10.49%
19 八 王 子 市 281,300 28,980 10.30%
20 東 村 山 市 71,910 7,110 9.89%
21 清 瀬 市 36,660 3,620 9.87%
22 多 摩 市 73,860 7,080 9.59%
23 西 東 京 市 96,700 9,010 9.32%
24 東久留米市 54,770 5,040 9.20%
25 稲 城 市 39,080 3,320 8.50%
26 町 田 市 224,120 17,360 7.75%

2,071,800 224,540 10.84%

空き家
（戸）

空き家率
市名順位

多 摩 26 市 全 体

住宅総数
空き家（戸） 空き家率

1 あ き る 野市 33,570 1,120 3.34%
2 昭 島 市 54,080 1,490 2.76%
3 武蔵村山市 30,160 800 2.65%
4 東 村 山 市 71,910 1,760 2.45%
5 武 蔵 野 市 82,930 1,990 2.40%
6 福 生 市 29,820 700 2.35%
7 小 平 市 93,650 2,150 2.30%
8 青 梅 市 57,500 1,300 2.26%
9 国 立 市 41,650 920 2.21%
10 八 王 子 市 281,300 5,850 2.08%
11 清 瀬 市 36,660 720 1.96%
12 小 金 井 市 64,630 1,250 1.93%
13 立 川 市 83,760 1,550 1.85%
14 国 分 寺 市 70,060 1,250 1.78%
15 三 鷹 市 97,820 1,720 1.76%
16 日 野 市 90,340 1,550 1.72%
17 西 東 京 市 96,700 1,640 1.70%
18 東 大 和 市 39,160 650 1.66%
19 調 布 市 123,790 1,830 1.48%
20 羽 村 市 26,730 370 1.38%
21 狛 江 市 44,620 600 1.34%
22 府 中 市 129,130 1,600 1.24%
23 稲 城 市 39,080 440 1.13%
24 町 田 市 224,120 2,440 1.09%
25 多 摩 市 73,860 490 0.66%
26 東久留米市 54,770 110 0.20%

2,071,800 36,290 1.75%

市名

多 摩 26 市 全 体

その他の住宅順位
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３-２ 「調査空家等」の現状 

●過年度実施の調査では、本市の「調査空家等」は 405 件です。 

本市では、平成 28 年度に東久留⽶市空き家等実態調査により全棟調査を実施し、575
件の「調査空家等」と思われる建物を確認しました。 

平成 29 年度には、空き家等所有者アンケート調査を実施しました。アンケートの発送
先を特定するための所有者調査やアンケート結果などから、本市の「調査空家等」は 405
件となりました。 

 

■過年度実施の調査概要 
 
調査概要 

 
平成 28 年度 

 
東久留米市空き家等実態調査を実施し、市内に 575

件の「調査空家等」の可能性が高い建物を確認 
 

 
平成 29 年度 

 
実態調査に基づき、空き家等所有者アンケートを実施。

所有者調査やアンケート結果から本市の「調査空家等」

は 405 件 
 

 

●空き家等実態調査における外観目視による現地調査では、「調査空家等」の半数以上は

特に目立った破損は見られませんでした。 

■空き家等実態調査による「調査空家等」の種類 

 

■空き家等実態調査の「調査空家等」の損傷状況 

 

73.1%

4.0%

15.6%

4.2%
1.7% 1.5%

一戸建て住宅

兼用住宅

長屋・貸家

共同住宅（全室空き室）

店舗・事務所専用

倉庫・作業場

仮
N=405件

296 件 

16 件 

63 件 

17 件 

7 件 6 件 

調査空家等=405 件 

219

123

0

108

0

6

9

0 50 100 150 200 250

特に目立った外観不良なし

屋根の一部に破損がみられる

塀や柵が道路・隣地側に傾いている

バルコニーや窓台、物干しに破損がみられる

明らかに建物か土台が傾いている

明らかに現在のままでの建物活用は不可能

その他

N=405件 （件）

調査空家等=405 件（複数該当あり） 
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●空き家所有者アンケートの結果によると、所有者の年齢は「80 歳以上」が最も多く、

75 歳以上の合計は 45.7％となり、高齢所有者の割合が高くなっています。 

 

■所有者の年齢（回答者数=127 ⼈） 

 

  

３０歳未満

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０歳以上

亡くなっている

わからない

0.0%

0.0%

5.5%

18.1%

14.2%

18.1%

11.8%

11.8%

33.9%

6.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 

(7 件) 

(23 件) 

(18 件) 

(23 件) 

(15 件) 

(15 件) 

(43 件) 

(8 件) 
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●空き家所有者アンケートの結果によると、居住しなくなってから３年以上経過する建

物が多くなっています。また、税制、金銭、高齢者や健康に起因することのほか、様々

な回答が見られます。 

 

■⽇常的に⼈が居住しなくなってからの年数の上位 3 位（回答者数=120 ⼈） 

順位 設問 回答数 
1 位 3 年〜5 年 39 件 
2 位 6 年〜10 年 35 件 
3 位 11 年〜20 年 18 件 

 

■空き家となったきっかけの上位 5 位（回答者数=121 ⼈の複数回答） 
順位 設問 回答数 
1 位 病院や福祉施設などに⼊所した 35 件 
2 位 相続により取得したが、居住する住宅が既にあった 30 件 
3 位 仕事の都合により転居した 18 件 
4 位 ⼀⼾建て住宅を貸していたが、⼊居者がいなくなった 17 件 
5 位 家族や親族と同居したため転居した 14 件 

 

■空き家のままである理由の上位 5 位（回答者数=122 ⼈の複数回答） 

順位 設問 回答数 
1 位 固定資産税が増えるため、取り壊せない 31 件 
2 位 売却したいが、買い⼿が⾒つからない 22 件 
3 位 特別な理由はない 21 件 
4 位 特に問題が起きていないので、今のままにするつもり 19 件 
5 位 修繕・リフォームしたいが、費⽤の問題がある 15 件 
5 位 将来、家族・親族に贈与（相続）するつもり 15 件 

 

■建物で困っていることの上位 5 位（回答者数=111 ⼈の複数回答） 

順位 設問 回答数 
1 位 固定資産税など税制上の負担が増すため、取壊しが難しい 31 件 
2 位 遠⽅に住んでいるため、頻繁に来ることができない 24 件 
3 位 年齢や健康上の理由で、頻繁に来ることができない 20 件 
4 位 建物の傷みや設備の古さのため、住むには不便である 19 件 
5 位 困っている点、⼼配していることはない 17 件 

 
 

●空き家に何かあった際にすぐ連絡の取れない可能性が高い「近隣に緊急連絡先を伝え

ていない」回答が 3 割を超えています。 

■近隣にお住まいの⽅に緊急連絡先を教えているか（回答者数=119 ⼈） 

設問 回答数 割合 
伝えている 76 件 63.9％ 
伝えていない 43 件 36.1％ 
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３-３ 「統計空き家」と「調査空家等」の現状と課題 

本市の「統計空き家」の現状における建て⽅別では、「⼀⼾建」24.1％、「⻑屋建・共同
住宅・その他」75.9％となり、その空き家の種類内訳は、「⼀⼾建」は「売却⽤の住宅」
が 78.5％と多くなります。また、「⻑屋建・共同住宅・その他」は「賃貸⽤の住宅」が 89.0％
となり、これにはいわゆる「賃貸⽤住宅の空室」が多く含まれると考えられます。 

⻑屋や共同住宅のうち「全室が空室でないもの」は空家法における「空家等」に含まれ
ないため、同法に基づいて管理不全に対する措置等を講ずる場合は⼀⼾建てに重点を置
くことになります。本市の空き家率や対策を講じる必要がある「賃貸⽤でも売却⽤でも
ない『その他の住宅』」は、多摩 26 市の中でも低い⽔準です。 

しかしながら、過年度実施の調査による「調査空家等」は 405 件となっています。そ
の半数以上は特に⽬⽴った破損は⾒られませんでしたが、市の窓⼝には空き家に関する
相談が市⺠から寄せられています。そこで、周辺に悪影響を及ぼす管理不全の状態のも
のについては、適切な対策を講じる必要があります。 

空き家所有者アンケートの結果では、⾼齢所有者の割合が⾼くなっています。このこ
とは、⼈⼝動向や住宅の現状での分析と整合します。あわせて、空き家となった理由が、
所有者の健康上の理由や相続の問題など、所有者の⾼齢化に起因するものとなっていま
す。また、「⾼齢や健康上の理由」「遠⽅に住んでいる」という理由により、所有者⾃⾝に
よる維持管理が困難になっていることや、空き家となった原因や理由は、税制や⾦銭的
な問題、物件の状態、相続問題など、所有者が抱える悩みは多岐にわたっており、空き家
の問題は多⾯的になっています。 
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１．本章の位置づけ 

本章では、第２章の本市の空家等をとりまく現状と課題を受けて、本計画の基本的な考え
⽅として、基本理念などを取りまとめています。 

 

２．空家等対策計画の枠組み 

２-１ 空家等対策計画における対象とする空家等の種類 

本計画は、空家法第６条に規定する｢空家等対策計画｣に基づき策定していることから、 

「空家等」 ＝ “空家法に適合するもの” 

を対象とした計画とします。 
「空家等」に該当するかは、「居住その他の使⽤がなされていないことが常態である」

（“概ね年間を通して使用実績がない”）ことなどから客観的に判断され、かつ、周辺に悪

影響を及ぼすと認められる場合、空家法に基づいた調査や命令などの措置手続を講じる

ことが可能となります。また、具体的な例として、次の建築物等が措置の対象・対象外と
なります。 

対 象 住居専⽤の⼾建て、店舗併⽤の⼾建て住宅、事務所併⽤の⼾建て住宅、 
全室が空室の共同住宅（アパート・マンション）・⻑屋、店舗・事務所専⽤、倉庫、⼯場 

対象外 １室以上が居住の共同住宅・⻑屋、新築売家（建売）、建物除却済み（空き地） 
ただし、空家法による「空家等」にとどまらず、“現に不使⽤”である所有者に対し適正

管理を喚起していくことや、「空家等としない」未然の取り組みが重要であることから、
本計画では 

「準空家等」 ＝ “現に使用されていないと認識されるもの”  

も対象とした計画とします。 
なお、本計画では居住中の場合などであっても、近い将来、「空家等」となる懸念が⾼

いものに対して、「予防や利⽤事例」「相続問題等をあらかじめ考えておくこと」などを啓
発することや、解体や税⾦の問題など様々な相談への体制作りなどの対策を含めます。 

また、「特定空家等」となる状態は、空家法第２条第２項の規定に基づき、 

 

となる「空家等」とします。 
 

(イ)そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

(ロ)そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

(ハ)適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

(ニ)その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

第 3 章  基本⽅針等 
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２-２ 空家等対策のイメージ 

本計画における空家等対策の対象及び対策のイメージは、次の図のとおりです。 
 
■空家等対策の対象及び対策イメージ 

 

 

 

 

  

【空家等となる懸念】 

⇒予防啓発や相談窓口 
などの対策を検討 

【1 年以上不使用】 

⇒立入調査や命令など 
措置の対象 

【現に不使用】 

⇒適正管理喚起や利用 
促進連携など 

（居住・使用中） 

低 ⇒     ＜管理不全となるリスク＞      ⇒ 高 

準空家等 空家等 
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３．基本方針 

３-１ 本市の空家等に関する課題 

本市の現状では、ここ数年の⼈⼝は同⽔準を維持していますが、世帯数が増加傾向に
あります。 

⼀⽅、空家等となる理由は所有者の⾼齢化に伴うものが多く、今後、団塊の世代の⾼齢
化が進むにつれ、さらに空家等が増えることが予測されます。 

また、空家等はその状況により、周辺の⽣活環境や地域価値に様々な影響を及ぼすお
それがあります。現状は、多摩 26 市中でも低い⽔準ではありますが、空家等に対する取
り組みを空家等が急激に増える前から進めていくことが重要です。 

 
（１）空家等管理意識の醸成 

空家等の所有者は⾼齢者が多く、所有者による維持管理が困難な状況なっています。
今後は、所有者⾃⾝のみならず、家族も含め空家等の管理意識を醸成する必要があり
ます。 

また、空家等に何か緊急を要する事態が起きた際などに、定期的に訪れることが難し
い遠⽅に住む所有者が「近隣地域の⽅々とすぐに連絡が取れる状態」となっていれば、
早急な対応が可能になります。所有者本⼈やその家族のみならず、近隣地域も「空家等
に関する問題意識を持つこと」を啓発していくことにより、⾏政のみでは成し得ない
「共助」の意識を⾼めることが期待できます。 

 
（２）空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

⽇常的に⼈が空家等に居住しなくなってから、その期間は⻑期化している状況とな
っています。そのため、⽣前に相続等について家族や親族と話し合うといった、空家等
になる前に所有者に所有不動産の相続や管理、資産活⽤について考えてもらう⽅策が
必要です。 

 
（３）問題の周知と連携・協働 

空家等の問題は、空家等や住まいを所有する⽅々だけの問題ではなく、将来、住宅を
相続したり、近隣住宅が空家等になるなど、市⺠の多くの⽅が当事者となり得る問題
です。よって、空家等所有者に限らず、広く空家等問題に対する周知啓発活動を⾏うこ
とが重要です。 

適切に管理されていない空家等は、所有する空家等の不動産価値を落とすだけでな
く、周辺の⽣活環境や防犯・防災など、地域全体に悪影響を及ぼすおそれもあります。 

良好な⽣活環境を維持するためには、所有者⾃⾝やその家族だけでなく、⾃治会など
の地域との連携や協働の仕組みづくりを検討する必要があります。 



 

P.24 

また、市⺠から寄せられる相談や情報に対応する総合的な窓⼝を設置するとともに、
⾃治会などの地域や団体などと問題意識を共有し、空家等の管理や活⽤に連携して取
り組む仕組みづくりが必要です。 

 
（４）総合的な支援体制 

空家等の適切な管理は、空家法に定められた所有者等の責務ですが、所有者⾃⾝によ
る維持管理が困難となっている場合があります。さらに、空家等となった原因や理由
は、税制や⾦銭的な問題、物件の状態、相続問題など様々な問題が絡み合って、空家等
の期間が⻑期化しています。 

そうしたことから、所有者⽀援の視点に⽴ち、所有者⾃⾝やその家族だけでは対応で
きない問題を解決するための連携体制を整えるとともに、利⽤しやすい相談体制など、
所有者が直⾯している多⾯的な問題を解決できる総合的な⽀援が必要です。 

 
（５）空家等施策と関連する施策の整合 

本市の平成 29 年 10 ⽉現在の住⺠基本台帳によると、市⺠の 27.4％が 65 歳以上の
⾼齢者となり、将来には、さらなる⾼齢化の進⾏が予測されます。これは、空家等を急
増させるひとつの要因になるとともに、空家等の増加や⽣産年齢⼈⼝の減少が周辺の
⽣活環境や地域のにぎわいなどにも影響を与える可能性があります。 

また、将来の市財政を健全に運営していくためには、⼈⼝維持と税収の確保が必要で
あり、そのためには「だれもが住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けられる」取り組み
と地域の魅⼒向上による新たな定住促進が必要です。そこで、空家等を資源と前向き
に考えることで、地域の抱える問題の解決や地域価値の向上に向けた取り組みを検討
することが重要です。 

本市が住宅都市としてさらに成⻑していくためには、様々な関連する施策と空家等
施策を整合させて、住みよい環境を築く⽅策を検討する必要があります。 

 
（６）管理不全となる空家等への取り組み 

適切な管理がされていない空家等は、⼀定数存在しており、防災・衛⽣・景観だけで
なく、不審者の侵⼊や放⽕・犯罪の温床の場となり得るなど、地域の⽣活環境に深刻な
影響を及ぼすことが懸念されます。 

良好な⽣活環境を維持保全していくためには、管理不全により周辺に悪影響を及ぼ
している空家等（＝特定空家等）に対して、空家法に基づいた調査や助⾔・指導、勧告、
命令、代執⾏等措置を適切かつ公正に講じることができるよう、基準や⼿法、⾏政⼿続
を整備する必要があります。 
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３-２ 基本理念（コンセプト） 

本市は、⾼度経済成⻑期の⼈⼝・産業の⼤都市集中を受けて住宅都市として発展を続
けており、ここ数年の⼈⼝は同⽔準を維持しています。 

また、都⼼まで電⾞で約 30 分の交通利便性とともに、「落合川と南沢湧⽔群」などの
多くの豊かな⾃然が残る住環境を形成しています。 

 
少⼦⾼齢化社会となった現代においても「住み⼼地のよい快適空間 東久留⽶」の魅

⼒をさらに発展させ、住みたい、住み続けたいまちの実現に向けて、今後、⼈と⼈のつな
がりを第⼀にしつつ、⾼齢化と核家族化で増える空家等も資源として地域の環境づくり
に活⽤するなど、地域や住⺠に寄り添う、住みよい・安⼼できる環境づくりの実現につな
げます。 

 
本市が今後も住宅都市として発展していくためには、「みんなが主役のまちづくり」へ

の取り組みが重要であり、「⼈・まち・家」を調和させながら推進する必要があります。 
そこで、「東久留⽶市空家等対策計画」の基本⽅針は次の取り組みとします。 
 

 

 

 

１つ目は、「人」の取り組みです。 

市民や所有者等の意識を醸成し、協働による良好な住環境を築く 
⼈ 

本市に住むだれもが空家等の問題に対する意識を持つとともに理解
を深め「空家等にしないためには」を考えていき、またその所有者だ
けの問題とせずに、近隣地域と⽀えあいながら住みよい環境を築き、
持続させることを⽬指します。 

２つ目は、「まち」の取り組みです。 

空家等と準空家等の有効活用を促し、地域価値の向上を図る 
まち 

例えば、準空家等や空家等が社会福祉分野や⾼齢者・⼦育て世代な
どの地域コミュニケーションの場として活⽤されたり、不動産流通に
より新たな利⽤がされるといった、有効活⽤を促すことにより、地域
の活性化やにぎわいなど多様な地域価値の向上につなげていきます。 

家 ３つ目は、「家」としての取り組みです。 

管理不全により周辺環境に悪影響を及ぼす空家等を解消する 

適切に管理されない空家等は周辺に放⽕や犯罪の温床といった悪影
響を及ぼすおそれがあることから、空家等の解消に向けた取り組みに
より、安⼼安全な住環境の実現を進めます。 
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これらの「⼈」「まち」「家」の基本⽅針は 1 つ 1 つが個別施策ではなく、互いに連
携・融合的に取り組むものとします。所有者などが抱える問題は多岐にわたり、⾏政の
みで解決できるものではないことから、市⺠や⾃治会などの地域の活⼒はもとより、
法律や建築等の有識者や団体、ＮＰＯ法⼈、⺠間事業者、消防や警察などが円滑に協
働・連携できる枠組みを検討することで、その効果を向上させます。 

 
本市の空家等対策計画では、⼈⼝減少社会へと進む中、空家等をまちの資源と捉え、

課題の対象を明確にし、戦略的に取り組むことにより、まちの課題解決や活性化など
の「循環・めぐり」を促すことで、さらなる「活⼒のある、住み続けたいまち」の実現
を⽬指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

⾏政 

空家等 
所有者など 

啓発 
⽀援 

協⼒ 
⽀援 

対策計画 
市⺠ 
⾃治会 
企業など 管理 

流通 
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４．取り組み経緯と今後の予定 

４-１ 本市の空家等対策取り組みの経緯と今後の予定 

「東久留⽶市空家等対策協議会」では、平成 30 年度（2018 年度）に「東久留⽶市空家
等対策計画作成の基本⽅針」を決定し、令和元年度（2019 年度）に様々な課題に伴う施
策等を検討しました。この検討を受けて、本市では「東久留⽶市空家等対策計画」として
取りまとめました。 

今後は、本計画に基づき、具体的な取り組みを推進していきます。 
また、平成 30 年住宅・⼟地統計調査のうち住宅及び世帯に関する基本集計結果が、本

計画の取りまとめ時点において公表されています。平成 30 年の統計空き家の総数は
6,050 ⼾であり、そのうちその他の空き家については 1,940 ⼾となっています。平成 30
年住宅・⼟地統計調査の結果については引き続き精査しつつ、具体的な取り組みへの反
映を検討します。 

 
■取り組み経緯と今後の予定 

取り組みの

経緯 平成 28 年度 

（2016 年度） 

東久留米市空き家等実態調査を実施し、市内に 575 件の「調

査空家等」の可能性が高い建物を確認 

平成 29 年度 

（2017 年度） 

実態調査に基づき、空き家等所有者アンケートを実施。所有者

調査やアンケート結果から本市の「調査空家等」は 405 件である

と認識 

平成 30 年度 

（2018 年度） 

東久留米市空家等対策協議会設置・開催（計３回） 

東久留米市空家等対策計画作成の基本方針を同協議会にお

いて取りまとめ、決定 

令和元年度 

（2019 年度） 

東久留米市空家等対策協議会開催（計４回） 

東久留米市空家等対策協議会作業部会開催（２部会、計５回） 

東久留米市空家等対策計画策定 

今後の予定 令和 2 年度 

（2020 年度） 

以降 
東久留米市空家等対策計画に基づき具体的な取り組みを推進 
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５．計画の位置づけ 

本計画は、最上位計画である「東久留⽶市⻑期総合計画」及び「東久留⽶市まち・ひと・
しごと創⽣総合戦略」に基づき策定します。 

また、計画の実効性を確保するため、「東久留⽶市⻑期総合計画」及び他の分野別計画と
も整合を図ります。 

なお、既に策定済みの計画に基づいて⾏う事業についても、本計画を踏まえてできる限り
整合を図ります。 

 
■東久留⽶市における本計画の位置づけ（イメージ） 

 

 

６．対象とする地区 

６-１ 対象地区 

平成 28 年度に実施した空き家等実態調査結果から、「調査空家等」が市内全域に分布
しています。空家等対策においては、市内全域への対応が必要と思われることから、本計
画における対象地区は、市内全域とします。 

なお、今後重点的に対策を⾏う地区を定める必要性が⽣じた場合においては、これを
定めます。 
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７．計画期間 

７-１ 上位、関連計画での期間 

本市における諸計画のうち、本計画において連携や整合を図るべき計画としては、 
○東久留⽶市⻑期総合計画 
○東久留⽶市都市計画マスタープラン 
○東久留⽶市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 

等があります。また、総務省の住宅・⼟地統計調査が 5 年に 1 回実施され、実施年の
約 2 年後までに公表が予定されることから、これにより住宅や統計空き家の推移を確認
することができます。 

■上位、関連計画の期間 

年度 

計画名 

2018

平成 

30 
年度 

2019

令和 

元 
年度 

2020

令和 

2 
年度 

2021

令和 

3 
年度 

2022

令和 

4 
年度 

2023

令和 

5 
年度 

2024

令和 

6 
年度 

2025

令和 

7 
年度 

2026

令和 

8 
年度 

2027

令和 

9 
年度 

長期総合計画（第４次）           

後期基本計画           

長期総合計画（第５次）           

前期基本計画           

後期基本計画           

都市計画マスタープラン           

まち・ひと・しごと創生総合戦略           

住宅・土地統計調査      
 

    

空家等対策計画           

  ※     は、次期空家等対策計画の⾒直し年を⽰しています。 
  ※        は、各計画の計画期間の⾒込みを⽰しています。 
 

７-２ 空家法の附則 

空家法の附則第２項には、以下のように⽰されています。 

 

空家法の施⾏は、平成 27 年（2015 年）2 ⽉（全部施⾏は平成 27 年（2015 年）5 ⽉）
であり、施⾏後 5 年経過となる令和 2 年（2020 年）に検討、改正等が実施される可能性
があります。 

よって、法改正となった場合においては、必要に応じて本計画の⾒直しや検討を⾏い
ます。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

実施 公表 実施 公表 
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７-３ 空家等対策計画における計画期間 

本計画は、最上位計画となる「東久留⽶市⻑期総合計画」で想定される計画期間との整
合を図ることや、関連統計を次期⾒直しに反映することに鑑み、令和 2 年度（2020 年度）
より令和 8 年度（2026 年度）までの 7 年間を計画期間とします。 

ただし、上位計画となる次期「東久留⽶市⻑期総合計画」の変更や空家法の改正、社会
情勢等の変化に伴い、適宜必要に応じて⾒直しを⾏うものとします。 
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１．基本方針と空家法必須項目の関係 

基本⽅針と空家法第６条第２項で定める必須事項及び課題解決のための具体的な施策の
関係について⽰します。 

 
■基本⽅針と空家法必須事項の関係 

基本方針（※1） 
空家法第 6条 2項 

必須項目（※2） 
具体的施策等 

掲載 
箇所 

（共通） 

１号 

対象地区、対象と

する空家等の種

類、基本的な方針 

対象地区は市内全域 P.28 

（共通） 空家等、準空家等 P.21 

（共通） 基本方針 P.23 

（共通） ２号 計画期間 令和 2年度（2020 年度）から７年間 P.29 

人 まち 家 ３号 空家等の調査 空家等の調査 P.46 

人 まち 家 

４号 

所有者等による

空家等の適切な

管理の促進 

周知・啓発について P.32  

人 まち 家 空家等発生予防に関する施策 P.36 

人 まち 家 
所有者等による適切な管理の促進に関する

施策 
P.37 

人 まち 家 空家等の有効活用 P.38 

人 まち 家 
市民（地域）、事業者、関係行政機関との連

携 
P.38  

人 まち 家 ５号 

空家等及び除却

した空家等に係

る跡地の活用の

促進 

空家等及び除却した空家等に係る跡地の活

用の促進 
P.40  

人 まち 家 

６号 

特定空家等に対

する措置その他

の特定空家等へ

の対処 

改善依頼・情報提供 P.49 

人 まち 家 空家等に対する措置（権利関係調査） P.52  

人 まち 家 特定空家等の該当判断 P.54 

人 まち 家 特定空家等への措置 P.56 

人 まち 家 ７号 

住民等からの空

家等に関する相

談への対応 

住民等からの空家等に関する相談への対応 P.58 

（共通） ８号 
空家等に関する

対策の実施体制 
空家等に関する対策の実施体制 P.60  

（共通） ９号 
その他空家等に

関する対策事項 

本計画の見直し P.61  

東京都における取り組み P.62 

※1 「⼈」の取り組み： ⼈、「まち」の取り組み： まち、「家」としての取り組み： 家 と略して
表記する。 

※2 空家等対策の推進に関する特別措置法は巻末資料編参照。 
 

第 4 章  具体的な施策 
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２．所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

空家等の建築物は「個⼈の財産」であり、所有者が責務として当該建築物を適切に管理す
ることが原則であることから、所有者に対して⾃ら解決を促すことが重要です。所有してい
る建物の管理が適切に⾏われない場合、⺠事上の責任を負う可能性もあります。 

また、空家等の発⽣を抑制するためには、本市に住宅を所有して居住する⽅に対して、そ
の住宅に住まなくなったときには、所有者として⾃分や家族が空家等に責任を負うことにな
ることを啓発する必要があります。そのため、各種情報提供や注意喚起、啓発活動に重点を
置き実施していきます。 

 
２-１ 周知・啓発について 

空家等の所有者に限らず、住宅に居住中の⽅やその親族、広く市⺠などを対象とした
啓発内容とします。 

 

（１）啓発契機、啓発手段及び啓発内容の関係 

住宅の状態の別に対する啓発契機、啓発⼿段及び啓発内容の関係について、以下の図
に⽰します。 

 
■周知・啓発・具体的施策実施の時期（例） 

住宅の 
状態 

ライフ 
イベント 

所有者の 
年齢 

子の 
年齢 

啓発契機 啓発手段 
啓発 
内容 

 

 

新築・購入 ３０歳～ ０歳 

  

 

 

子どもの 
独立 

５０歳～ ２０歳～ 
  

 所有者夫婦 
高齢化 

６５歳～ ３５歳～ 

  

 所有者夫婦 
高齢者世帯 

健康寿命（※） 
夫：７２．１４歳 
妻：７４．７９歳 

４０歳～ 
 

 

 所有者単身 
高齢者世帯 

平均寿命（※） 
夫：８０．９８歳 
妻：８７．１４歳 

５０歳～ 

 

 

空
家
等
の
予
防
（空
家
等
に
な
る
前
の
準
備
） 

介護案内 パンフレット 

高齢相談 

高齢相談 

死亡届 パンフレット 

（
居
住
・
使
用
中
） 
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子ども世帯

との 

同居転居 

  

 

 
 

 

 長期入院・ 
施設入所 

  

 

 所有者死亡 
平均寿命（※） 
夫：８０．９８歳 
妻：８７．１４歳 

５７歳～ 
  

 

 相続問題の 
長期化 

  

 

 

 
 

 
空家等老朽
による活用

困難 
  

 

 

 

 

 相続人の 
高齢化 

 ６５歳～ 
 

 

 
 

 管理継続 
困難・放置 

  
 

 

 

 相続放棄・ 
所有者不在 

  

 

 

※出典：平成 31 年 3 月 28 日（木）厚生労働省報道発表 「健康寿命のあり方に関する有識者研究会」の報告書

及び「健康寿命の延伸の効果に係る研究班」の議論の整理を公表します 資料２－３①「平均寿命と健康

寿命の推移」 
  

パンフレット 

空
家
等
の
適
切
な
管
理
・有
効
活
用 

介護相談 

死亡届 パンフレット 

個別相談 

近隣相談 パンフレット 

近隣相談 

改善依頼 

個別情報提供 

空
家
等
の
適
切
な
管
理
・有
効
活
用 

近隣相談 

改善依頼 

個別情報提供 

近隣相談 

改善依頼 

個別情報提供 

略式 
代執行 

財産管理人
選任 

パンフレット 

準
空
家
等 

特
定
空
家
等 

空
家
等 

介護相談 

高齢相談 
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（２）啓発内容 

啓発内容は、概ね次の図のとおりです。 
 

■空家等対策に係る啓発内容の整理（概要） 

 

権利関係について、空家等の適切な管理、空家等の有効活⽤ 

 

 

所有者責任、管理不全事例（賠償例⽰）、管理のポイント、必要となる事業者 

 

有効活⽤事例（売却・賃貸）、必要となる事業者、有効活⽤に利⽤できる制度 
 

＜啓発内容の具体例＞ 
① 空家等の予防（空家等になる前の準備） 人 

空家等の所有者は⾼齢化に伴い空家等の維持管理が困難であり、また空家等としている
期間は⻑期化しています。空家等になった後の「空家等の適切な管理」と「空家等の有効活
⽤」についてあらかじめ周知することで、空家等の維持管理の困難さや財産としての活⽤
について考え、住まいの将来設計するように促します。あわせて、管理と有効活⽤の⽐較
検討がしやすいよう、それぞれのメリット・デメリットを⽰します。 

また、権利関係の整理や親族間の調整は、管理や有効活⽤の前提であることを周知し、
法律的な課題の解決について相談できる専⾨家⼠業（弁護⼠、司法書⼠、⾏政書⼠、⼟地家
屋調査⼠など）を案内します。 

  

② 空家等の適切な管理 人 家 

空家等の適切な管理は所有者の責任であることや、空家等の管理不全により損害が発⽣
した際の賠償額を例⽰するなどして啓発します。また、相続発⽣による遺産分割が未了で
あっても、各共同相続⼈が管理責任を負うことを明⽰します。 

空家等を管理する際の簡易な点検項⽬を⽰すとともに、修繕や管理について相談できる
事業者を案内し、適切な管理を促します。 

また、空家等の処分については、所有者の意思決定によることから、適切な管理とあわ
せて有効活⽤についても情報提供を⾏い、所有者の判断を促します。 

  

③ 空家等の有効活用 まち 

空家等の売却や賃貸などの有効活⽤事例を⽰すことで、空家等の解消を促します。また、
有効活⽤に必要となる事業者や、利⽤できる制度を案内し、空家等の有効活⽤を促します。 

また、空家等の処分は、所有者の意思決定によります。有効活⽤とあわせて適切な管理
についても情報提供を⾏い、所有者等の判断を促します。 

  

①空家等の予防（空家等になる前の準備） 

③空家等の有効活用 

②空家等の適切な管理 
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（３）年間を通じての啓発 

年間を通じての啓発⼿段と啓発内容の関係は、以下の図のとおりです。 
 

■年間を通じての啓発⼿段と啓発内容 

啓発手段 啓発内容 

  

 
 

 
 
 

 
 
 

 

  

  

 

  

パンフレット 広報 

空家等の有効活用 

空家等の適切な管理 

空家等の予防（空家等になる前の準備） 

市ＨＰ セミナー 

個別相談会 通知折込 
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２-２ 空家等発生予防に関する施策 

（１）対象と施策の方針 

主な対象は、市⺠やその親族とします。空家等についての問題意識を持ち、空家等に
対する理解を深めるために、次の具体的な施策を実施、検討していきます。 

 
（２）具体的施策 

 

① 空家等の予防（空家等になる前の準備）啓発のパンフレット 人 家 

空家等の予防（空家等になる前の準備）について啓発するパンフレットを作成し、
「空家等相談窓⼝」や本市の主な公共施設等で広く配布します。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 
 

② 広報や市ホームページ等を利用した情報発信 人 

空家等の予防（空家等になる前の準備）について、広報や市ホームページ等を利⽤
した情報発信を実施します。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 
 

③ 準空家等以前の諸手続時点における各種案内での啓発 人 家 

空家等の予防（空家等になる前の準備）について、⾼齢相談、介護保険の適⽤⼿続
時点、死亡届受理時点など、⽣活の転換契機を捉えた啓発に取り組みます。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 
 

④ 各種通知を活用した空家等の予防（空家等になる前の準備）の啓発 人 家 

空家等の予防（空家等になる前の準備）について、定期や対象者の年齢に応じて本
市が発⾏する各種通知の送付機会を活⽤した啓発の実施に向けた検討を⾏います。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 
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２-３ 所有者等による適切な管理の促進に関する施策 

（１）対象と施策の方針 

主な対象は、本市に準空家等及び空家等を所有する⽅及びその親族とします。所有す
る空家等で発⽣した問題が、所有者の責任において解決を図るように促します。 

 
（２）具体的施策 

 

① 空家等の自己管理のパンフレット 人 家 

空家等の適切な管理を促すため、所有者⾃らで空家等の管理を⾏う際のポイント
や、空家等の⽼朽度を簡易に判定するためのチェックリスト等をまとめた⾃⼰管理
のパンフレットの作成に取り組みます。 
解消する課題 問題の周知と連携・協働 

 
 

② 広報や市ホームページ等を利用した情報発信 人 

空家等の適切な管理について、広報や市ホームページ等を利⽤した情報発信を実
施します。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 
 

③ 準空家等以後の諸手続等時点に伴う各種案内での啓発 人 家 

空家等の適切な管理について、所有者が持ち家を残して市外に転出する⼿続の時
点や、介護保険の適⽤⼿続時点、死亡届受理時点など、⽣活の転換契機を捉えた啓発
に取り組みます。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 
 

④ 改善依頼・情報提供の活用 家 

管理不全によって周辺への悪影響を現に与えている、または近い将来与える可能
性の⾼い準空家等及び空家等について、「改善依頼・情報提供」(P.49)を⾏います。 

「改善依頼・情報提供」では具体的な管理不全の状態（現地状況写真など）を⽰し
た通知とともに、適切な管理や有効活⽤についての情報提供をあわせて⾏い、所有
者が⾃ら改善するように促します。 

解消する課題 管理不全となる空家等への取り組み 

 
 

⑤ ふるさと納税返礼品としての空家等（準空家等）管理サービスの提供 家 

準空家等及び空家等を対象とした簡易な管理サービス（⾒守りや庭⽊⼿⼊れなど）
を、ふるさと納税の返礼品にすることについて、実施に向けた検討を⾏います。 
解消する課題 問題の周知と連携・協働、管理不全となる空家等への取り組み 
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２-４ 空家等の有効活用 

（１）対象と施策の方針 

主な対象は、市に準空家等及び空家等を所有する⽅及びその親族とします。空家等の
売却や賃貸などの有効活⽤事例を⽰すことで、空家等の解消を促します。 

 
（２）具体的施策 

所有者等による適切な管理の促進に関する施策にあわせて施策の情報提供を⾏いま
す。施策の詳細は「空家等及び除却した空家等に係る跡地の活⽤の促進」(P.40)で⽰し
ます。 

 
２-５ 市民（地域）、事業者、関係行政機関との連携 

所有者等による空家等の適切な管理や有効活⽤を促進するためには、⾏政、市⺠（地
域）、事業者が適切にその役割を果たすとともに、それぞれが連携を図る施策を実施、検
討します。 

 
（１）地域住民との連携 

空家等をとりまく状況は経年により変化していきます。「だれもが安⼼して地域で暮
らし続けられるまち」の持続に向け、地域⾃治会や協定を結んだ地域事業者からの情
報提供を受けて連携していくことや、地域での⾒守りを実施する「市⺠と⾏政の協働
によるまちづくり」の枠組みを検討します。 

 
① 自治会等への情報提供 人 まち 

市内の⾃治会等に対して、空家等の問題についての理解を深め、地域での⾒守り
や管理に役⽴てて頂けるよう、情報提供を⾏います。 

有効な情報提供や、先進的な⾃治会での取り組み事例の紹介を含めた出張相談会
等の開催について検討します。 

解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発、 

問題の周知と連携・協働 

 
 

② 自治会との情報共有 人 まち 

市と市内の各⾃治会との間で、「地域で持つ情報」と「⾏政が持つ情報」を相互に
共有することについて検討します。 

市と⾃治会との間の協定や、空家等や所有者の個⼈情報等を共有するための承諾
書書式といった事項を検討し、地域での⾒守りや問題意識の共有につなげます。 

解消する課題 問題の周知と連携・協働 
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（２）地域事業者との連携 

空家等の所有者は、空家等の適切な管理や有効活⽤にあたって解決しなければなら
ない課題が多くあります。所有者が相談しやすい体制を構築するため、本市に精通し
た地域の事業者や専⾨家団体を中⼼に連携を図り、協定を結ぶことなどを進めます。 

 
① 空家等に関わる情報提供  人 

所有者が抱える空家等の管理の問題や相続、有効活⽤に関する悩みについて、管
理代⾏業者や事業者、専⾨家団体などと協定を結んだ上で、個別相談に対応できる
体制の整備を進めます。また、複数の事業者や団体等との合同説明会等を開催する
ことにより、所有者等へ情報提供することを検討します。 
解消する課題 問題の周知と連携・協働、総合的な支援体制 

 
 

② 専門的な問題に関する協定 まち 家 

⾏政のみで法律や登記、融資などの専⾨分野について答えていくことは難しいこ
とから、専⾨家団体や事業者と協定を結び、所有者が抱える様々な課題に対して連
携を図ります。 

令和元年度（2019 年度）現在、東京都では、弁護⼠、司法書⼠、不動産取引、不
動産鑑定⼠、建築⼠、⼟地家屋調査⼠、⾏政書⼠、税理⼠、銀⾏といった専⾨家団体
や事業者と協定を結び、相談窓⼝の連携を図っています。 

解消する課題 総合的な支援体制 

 
 

③ 空家等の適切な管理に関する協定 家 

現地調査や所有者アンケートの結果から、⾼齢であることや遠⽅に住んでいるな
どの理由により、⾃らでの管理が難しい所有者が⼀定数存在します。除草や剪定、害
⾍駆除、修繕、周辺⾒回り等の管理に必要な情報について、事業者やシルバー⼈材セ
ンター等と協定を結んだ上で、所有者に情報提供できる仕組みの整備を進めます。 
解消する課題 総合的な支援体制、管理不全となる空家等への取り組み 

 
 

④ 空家等の有効活用に関する協定 まち 家 

空家等の売却や賃貸などの有効活⽤について所有者を⽀援するため、専⾨家団体
や事業者と協定を結び、連携を図ります。 

解消する課題 総合的な支援体制、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 

 

（３）関係機関との連携 

警察や消防といった関係⾏政機関と連携を図ります。 
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３．空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進 

空家等及び除却した後の跡地の有効活⽤を促すことは「空家等をなくす」ことにつながり
ます。流通や活⽤に向けた以下の施策を実施・検討します。 

 
① 活用事例の紹介 まち 

空家等の予防（空家等になる前の準備）の啓発において、空家等やその跡地の活⽤
事例、地域での先進事例、各種相談の連絡先⼀覧などを掲載し、所有者に空家等の有
効活⽤を促します。特に活⽤事例の情報を公開する⼿法は、パンフレットや広報紙
といった紙媒体以外に、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等での発
信を検討します。 
解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発、

総合的な支援体制 

 

② 建築士等専門家との連携 まち 

空家等（中古建物）の流通では、建物が安⼼して使⽤できることは買い⼿や借り⼿
にとって重要な要素です。空家等の流通を促進するため、建物診断（ホームインスペ
クション）の情報提供を所有者に⾏うことを、専⾨家（建築⼠等有資格者）と連携の
上で検討します。 
解消する課題 総合的な支援体制 

 

③ 住宅に関する補助・支援事業の継続・拡充 まち 家 

本市の施策として実施している住宅に関する補助・⽀援事業のうち、空家等の有
効活⽤の促進につながる事業について、継続及び拡充を検討します。 

解消する課題 総合的な支援体制、空家等施策と関連する施策の整合 

（参考）住宅に関する事業  

■ 無料耐震相談会（施設建設課） 

耐震相談会とは相談者が持参した図⾯をもとに住宅の簡易診断等を⾏うものです。市
と東久留⽶建築設計協会の共催で、年 6 回、無料で耐震相談会を実施しています。 
■ 木造耐震診断助成金制度（施設建設課） 

全ての条件に該当する住宅に限りますが、耐震診断に要した費⽤（消費税を除く）の
2 分の 1 以内（千円未満は切り捨て）かつ、5 万円を限度に助成しています。（予算の範
囲内で、同⼀の住宅に対して 1 回を限度） 

 

④ 除却の促進 家 

有効活⽤が⾒込めない空家等については、安全性や景観上の観点から、所有者等
の責任で除却することが適切です。「空き家の発⽣を抑制するための特例措置（空き
家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除）」を周知するなど、除却を促し、跡地の活⽤に
つなげます。 

解消する課題 管理不全となる空家等への取り組み 
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⑤ 有効活用希望をつなぐ枠組みの構築 まち 

準空家等と空家等の売買や賃貸の流通を促進するために、「空き家バンク」の設置
を⾏います。本市で登録や⼿続⽅法を整備した上で、物件情報の公開は、「全国版空
き家バンク」を活⽤し、所有者と有効活⽤希望者間の交渉や契約等は、本市と協定を
結ぶ地域事業者等が媒介することを想定しています。 

また、「空き家バンク」では、所有者や利⽤者の意向を詳細に反映した賃借条件の
設定を⾏うことは難しい場合があります。この「空き家バンク」の運営を通して、所
有者や利⽤者の設定する賃借条件について把握します。必要に応じて、賃借条件が
ある準空家等や空家等が流通に乗るための仕組みについて検討します。 
解消する課題 総合的な支援体制、空家等施策と関連する施策の整合 

 
 

■空き家バンク利⽤の流れ（イメージ） 

 

 

※全国版空き家バンク 

各⾃治体の空き家情報の標準化・集約化を図り、全国どこからでも簡単にアクセス・検
索できるようにするため、国⼟交通省の公募により選定された２業者（㈱LIFULL・アットホ
ーム㈱）により「全国版空き家・空き地バンク」サイトが運⽤されています。 
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 氷川台⾃治会では、地域活性化につながる取り組みとして、これまで第１〜第３氷川

台農園を運営しています。うち、第１氷川台農園は空き家、第３氷川台農園は空き家
の跡地を活⽤し、地域に住む⽅が交流する農園として取り組まれていました。 

 

 

 

  

①第１氷川台農園 

空き家の様⼦を⾒ることを頼まれていた近隣の⽅が、代わりに庭の⼀部を菜園として使
⽤していましたが、庭全部の管理は困難で、雑草が繁茂していました。⾃治会ではその空
き家の状況について懸念し、⼀⽅で会員が集う場所の確保を検討していました。そこで、
⾃治会はこの⽅を通じて、「庭を使わせてもらえれば、⾃治会で庭を管理する」という⾃治
会の提案を空き家の所有者に伝えて貰いました。 

この提案について、所有者からは問題ないという回答を得られました。特に書⾯は交わし
ていない約束です。なお、家屋についての取り決めは特にありませんでした。 

⾃治会は、庭の利⽤⽅法について検討しました。⾃治会員の希望があったので、菜園
の延⻑として庭全部を農園にすることにしました。 

利⽤中は、農園活動をしたい⾃治会員が定期で集うほか、積極的な⽅の⾃由な活動
によって、庭を利⽤するとともに管理していました。農園は⾃治会員が共に活動を⾏う地域
の交流の場となりました。また、収穫された野菜は無⼈販売所で販売するなどで、⾃治会
の活動費⽤に充てるとともに、地域住⼈の楽しみとなりました。 

 

 

 

 

 

  
その後、所有者から空き家の売却意向を伝えられたため、第１氷川台農園の運営は

終了しました。 

 

   

コ ラ ム 氷 川 台 農 園 
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②第３氷川台農園 

空き家の屋根のトタンが台⾵で⾶ぶと
いう事態があり、⾃治会はその空き家を
何とかしたいと考えていました。⾃治会で
所有者を調査し、連絡をとったところ、所
有者は、危険な状態を除去するために
空き家を解体し、空き地となりました。 

しばらくして、空き地から雑草が伸び、
⾃治会から所有者へ連絡して雑草除
去をしてもらう状況が繰り返されました。
所有者は雑草除却の⼿間や業者への
依頼費⽤を負担に感じており、⾃治会
に相談しました。 

⾃治会では、地域が活気づく取り組
みを何かできないかと考えていたため、⾃
治会と所有者の間で、「⾃治会は空き
地を使う代わりに管理をする。所有者から申し出があればすぐに返却する」という条件で合
意しました。第１農園と同様、書⾯は交わしていない約束です。 

⾃治会では、近隣への環境の影響や必要な費⽤といった条件を考慮し、農園として利
⽤することにしました。農園活動については、第１農園と同様です。 

 
 
 
 
 
 

  
その後、所有者から空き家の跡地の売却意向を伝えられたため、第３氷川台農園の

運営は終了しました。 
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４．空家等に関する調査・措置の流れ 

空家等に関する調査・措置の⼀連の流れについて、以下の図に⽰します。 
 

■空家等に関する調査・措置の流れ（概略） 
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５．空家等の調査に関する事項 

空家等の調査に関する流れについて、以下の図に⽰します。 
 
■空家等の調査の概略 

段階 主体 具体の行動 

  
 

  
 

  

 

 

 

  

 
 

 

 

 

  

 

  （※）管理不全と推定される建築物 

  

情報提供 市民 

把握 市 

現地調査 市 

書類調査 市 

調査終了 市 

情報（※） 

地域での把握 

市の把握 

（省略） 

・空家等 
（準空家等） 
該当調査 
 

・所有者等 
調査 

調査 

管理状態調査 

空家等（準空家等）該当調査 

所有者等調査 

管理不全 

調査 

非管理不全 

／非空家等 

データベース記録 
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５-１ 空家等の調査 

本市では、平成 28 年度から平成 29 年度にかけて実施した調査により、市内の「調査
空家等」の所在、状況等を把握しています。市内にある空家等の状況等を継続的に把握す
るために、以下のとおり調査を⾏います。 

 
（１）調査対象 

市内全域を対象とし、空家等の把握及び調査を実施します。 
①苦情・相談内容に応じた調査 

住⺠等からの苦情・相談のあった建築物等について、市職員により、外観⽬視によ
る現地調査を実施します。 
②過年度「調査空家等」の追跡調査 

「調査空家等」の調査時点の状況をもとに、緊急性や管理不全の度合いによる優先
づけを⾏った上で、市職員による追跡調査を実施します。 

 
（２）把握方法 

①地域からの情報提供 

地域や住⺠等からの情報提供（苦情・相談）により、管理不全の空家等と推定され
る建築物を把握します。 
②その他効率的な空家等の把握 

空家等を効率的に把握する⼿法について検討します。 
 

（３）調査方法 

①現地調査（概略） 

現地調査では、管理の状態について調査します。現地調査票などをもちいて、外観
⽬視により⾏います。 

呼び鈴押下や近隣からの情報により、居住者がいる場合には、「準空家等」や「空
家等」に⾮該当であることから、その結果をデータベースに記録します。 
②書類調査 

書類調査は、現地調査によって居住が確認できず、管理不全にあたると考えられる
当該建築物について調査します。 

書類調査では、当該建築物の所有者等の所在の調査をすることとします。当該建築
物の登記簿及び固定資産税情報の調査により、所有者等情報を把握します。必要に応
じて、⽔道の閉栓・開栓状況等により、「空家等」もしくは「準空家等」に該当する
かを確認します。 

※なお、この調査は把握した所有者等への「改善依頼・情報提供」(P.49)により、所有者

等から当該建築物の利用状況を聴取することを含めています。 
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（４）調査結果の登録 

現地調査を実施した全ての建築物について、その発端となる情報提供や相談内容、経
緯とともに、該当箇所の位置情報、調査結果等を台帳（データベース）に登録します。 

この台帳（データベース）を管理するにあたり、現在運⽤している空家等台帳管理シ
ステムを活⽤します。 
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６．特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 

建築物が特定空家等に該当するかは、①空家等であること、②特定空家等に該当する管理
不全状態にあることの２要件を確認する必要があります。また、特定空家等に対する措置は、
特定空家等の所有者等の共有者全員に対して指導等を⾏う必要があります。したがって、こ
こでは特定空家等に対する措置を、①改善依頼・情報提供、②空家等に対する措置（権利関
係調査）、③特定空家等の該当判断、④特定空家等に対する措置の４段階と整理します。 

また、特定空家等への措置の流れについては、個別の事情により様々な条件が異なってい
ることが想定されるため、ここでは⼀般的な流れを⽰します。 

 
６-１ 改善依頼・情報提供 

改善依頼・情報提供は、次の図のとおりです。 
 

■改善依頼・情報提供の流れ（概略） 
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（１）改善依頼・情報提供 

「改善依頼・情報提供」は、管理不全の状態もしくはそのおそれがある状態の「準空
家等」「空家等」（と思われる建築物）の所有者に対して実施します。 

管理不全の現状やその対処⽅法等を所有者に知らせることで、所有者に対して⾃ら
による改善を促すとともに、「空家等の適切な管理」（P.37）及び「空家等の有効活⽤」
（P.38）の情報提供を⾏います。 

 
（２）実施方法 

①対象 

「現地調査」（P.47）を実施し、「書類調査」（P.47）の実施時において次の２つの
要件に該当する建築物の所有者等に対して実施します。 

・管理不全の状態もしくはそのおそれがある状態の建築物 
・明らかに使⽤されている状態以外の建築物 

②方法 

書類調査において家屋の登記簿上所有者を把握した時点及び納税義務者を把握し
た時点において、把握した所有者に対して書⾯で通知を⾏います。書⾯の内容及び同
封書類等により提供する情報は、次のとおりとします。 

なお、家屋の登記簿上に所有者が複数いる場合は、その共有者全員に通知を⾏いま
す。 

（ア）空家等の所在 

該当する空家等の所在を記載します。 
（イ）管理不全の状況写真 

特定空家等に認定される定義である４つの状態及び「特定空家等判定基準」
の各状況を明⽰した上で、管理不全の状況を現地写真とともに⽰します。 

（ウ）賠償責任の例示 

建築物等の損壊等に起因して周囲に被害が発⽣した場合に、所有者に⺠事上
の責任が⽣じる可能性やその賠償額を例⽰することで、改善の必要性を意識づ
けます。 

（エ）特定空家等に認定された場合の措置の例示 

特定空家等の勧告となった場合において同時に、固定資産税等の住宅⽤地特
例が解除されること等について、情報提供を⾏います。 

（オ）回答項目 

所有者に対し、①改善する意思の確認 ②改善予定⽇ ③使⽤しなくなった
時期や現在の利⽤状況・頻度（「空家等」であるかの確認） ④所有者の今後の
意向についての回答を、期⽇を定めた上で求めます。 

また、連絡⽅法として、電話、ＦＡＸ、電⼦メールなどの複数⼿段を提⽰し
ます。 
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（カ）空家等の適正管理及び空家等の有効活用の情報提供 

「空家等の適切な管理」(P.37)及び「空家等の有効活⽤」(P.38)について、
パンフレットの同封などにより、情報提供します。これにより、「空家等」「準
空家等」の管理や活⽤など適正管理や空家等の解消を促します。 

 
（３）改善確認 

所有者からの連絡があり、改善実施（もしくは予定）の回答があった場合には、その
実施期⽇以降に現地調査を⾏い、改善の確認を⾏います。 

所有者からの連絡があっても、改善実施（もしくは予定）の回答がない場合には、現
地調査の結果（現地調査票等）から優先順位を判断した上で、「空家等に対する措置（権
利関係調査）」(P.52)への移⾏を検討します。 

所有者からの連絡がない場合、改善依頼送付後３か⽉程度を⽬途に、再度現地調査を
⾏います。現地調査の結果（現地調査票等）から優先順位を判断した上で、「改善依頼・
情報提供」(P.49)、「空家等に対する措置（権利関係調査）」(P.52) のいずれの措置に
移⾏するかを検討します。 
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６-２ 空家等に対する措置（権利関係調査） 

空家等に対する措置（権利関係調査）は、次のとおりです。 
 

■空家等に対する措置（権利関係調査） 

主体 具体の行動 

 

所有者等調査（権利等詳細） 

所有者等と推定される者の確認 

所有者等の確定 

所有者等への通知（改善依頼） 

 

（１）特定空家等判定に必要な調査 

「改善依頼・情報提供」(P.49)の通知にもかかわらず改善が⾒られないものについて、
特定空家等に認定するか否かの判定に必要な次の調査を⾏います。 

①所有者等調査（権利等詳細） 

特定空家等に認定し、措置が必要な場合において、空家等の所有者等（所有者⼜は
管理者）の全員に対して助⾔・指導、勧告、命令等を⾏う必要があるため、登記情報、
住⺠票や⼾籍による相続も含めた調査を⾏います。この調査において、複数代にわた
り相続登記されていない複雑事例については、専⾨性が⾼い知識が必要となるため、
専⾨団体との連携を図ります。 

ここでいう管理者とは、空家等についての保存・利⽤・改良といった⾏為の権原を
委任された者のことであり、⼀般的には把握ができないため、「④所有者等への通知
（改善依頼）」などで所有者からの申し出があるなどして判明した場合のみ考慮しま
す。なお、管理者は建物の除却などの処分⾏為の権原が無いのが通常であるため、特
定空家等への措置内容によっては、指導等の対象となりません。 
②所有者等と推定される者の確認 

相続が発⽣している場合の相続⼈の確認には、専⾨性が⾼い知識が必要となるた
め、専⾨団体との連携を図ります。 
③所有者等の確定 

権利関係についての最終確認を⾏います。 
相続が発⽣している場合においては、家庭裁判所へ相続放棄の申述の有無を照会

します。これにより、法的な所有者等を確認⼜は所有者等の不在を確認します。 
 

市 
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④所有者等への通知（改善依頼） 

確定した所有者等に対して、「改善依頼・情報提供」(P.49)に準じた通知を⾏い、
改善を促します。また、特定空家等に認定される可能性について⽰します。所有者等
からの回答があれば、改善予定や、権利関係の情報についても情報収集を⾏います。 

また、通知が不達となる場合には、所有者等を過失がなくて確知することができな
い場合であるかを判断します。 
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６-３ 特定空家等の該当判断 

特定空家等の該当判断に伴う特定空家等の認定に⾄るまでの流れは、次のとおりです。 
 

■特定空家等の認定までの流れ 

主体 具体の行動 

 

現地調査（外観目視・立入調査） 

 

特定空家等の判定 

 

特定空家等認定への助言 

 

特定空家等の認定 

 
 

（１）特定空家等の判断基準の設定 

空家等が特定空家等に該当するかを判断する基準は、国が定めた「『特定空家等に対
する措置』に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」に記載のあ
る「『特定空家等』の判断の参考となる基準」が定める内容に準拠します。 

 
  

市 

市 

空家等 

対策協議会 

市 
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（２）特定空家等判定（認定） 

特定空家等の認定に伴う判定は、次の段階を踏んで実施します。 
なお、特定空家等への認定後に、所有者等への通知（勧告、命令等）において明⽰す

る措置に関する事項は、次のとおりです。各段階で、その妥当性について検討します。 
 

所有者等へ明⽰する措置に関する事項 

・通知（勧告、命令等）係る措置の内容（何をどのように対応すべきか、具体的に） 

・通知（勧告、命令等）に至った理由（特定空家等の状態と、その影響について） 

 

①現地調査（外観目視・立入調査） 

「特定空家等判定基準」に基づく特定空家等の判定にあたって、庁内組織による現
地調査を⾏います。また、必要に応じて、空家法に基づく⽴⼊調査を⾏います。 
②特定空家等の判定 

現地調査の結果を踏まえ、「特定空家等判定基準」に基づく特定空家等の判定を⾏
います。判定は庁内組織により実施するものとし、必要に応じて外部専⾨家を招集で
きるものとします。 

また、特定空家等に該当と判定する際には、所有者等へ明⽰する措置に関する事項
とともに、措置に係る相当の猶予期間について検討します。 
③特定空家等の認定への助言（実施想定：空家等対策協議会） 

特定空家等の判定の結果について、特定空家等の認定、所有者等へ明⽰する措置に
関する事項及び措置に係る相当の猶予期間の妥当性について庁外第三者の視点で協
議し、市へ助⾔を⾏います。 
④特定空家等の認定 

市において、特定空家等の認定及び所有者等へ明⽰する措置に関する事項につい
て決定します。 
  



 

P.56 

６-４ 特定空家等への措置 

特定空家等の認定後の特定空家等に対する措置は、「（１）所有者等を確知している場
合」と「（２）所有者等を過失がなくて確知できない場合」で異なります。ここでは⼿順
の概略として⽰します。 

 
（１）所有者等を確知している場合 

①助言・指導（空家法第１４条第１項） 

特定空家等の認定後、所有者等へ特定空家等に認定されたことを通知します。所有
者等へ明⽰する措置に関する事項、措置の期⽇、今後の勧告の可能性を⽰します。 
②勧告（空家法第１４条第２項） 

助⾔・指導で⽰した措置の期⽇においても、通知に⾄った理由が改善されていない
場合、勧告を⾏います。 

勧告は当該特定空家等の敷地が住宅⽤地特例（地⽅税法第３４９条の３の２によ
る住宅⽤地に対する固定資産税の課税標準の特例の適⽤）から除かれる契機となる
ため、発出後速やかに税務部局へ通知します。 
③命令（空家法第１４条第３項） 

勧告で⽰した措置の期⽇においても、通知に⾄った理由が改善されていない場合、
命令を⾏います。 
④行政代執行（空家法第１４条第９項） 

命令（戒告）で⽰した措置の期⽇においても、通知に⾄った理由が改善されていな
い場合、⾏政代執⾏の実施を検討します。 
⑤行政代執行の費用徴収 

⾏政代執⾏に係る費⽤は、義務者（所有者等）へ請求します。その費⽤の徴収は、
国税滞納処分の例による強制徴収が認められています。 
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（２）所有者等を過失がなくて確知できない場合 

①略式代執行（空家法第１４条第１０項） 

略式代執⾏は、所有者を過失がなくて確知できない場合に特定空家等への措置を
⾏うための制度です。特定空家等の認定後に、略式代執⾏の実施を含めた対応につい
て検討します。 
②事前の公告（空家法第１４条第１０項） 

略式代執⾏の実施を決定した場合には、事前に公告を⾏います。 
③略式代執行の費用回収 

略式代執⾏によって特定空家等への措置を⾏った後に、その敷地を換価する等の
⽅法によって、略式代執⾏により⽣じた費⽤を回収することが⾒込める場合には、財
産管理⼈制度を活⽤します。 
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７．住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

７-１ 住民等からの空家等に関する相談への対応 

（１）空家等相談窓口の整備 

「空家等相談窓⼝」を開設し、相談者が抱える多様な悩みの解決に向けたサポートを
⾏うとともに、空家等の予防、適切な管理の促進や有効活⽤に関する情報提供に努め
ます。 

本市に直接相談があった場合には、「空家等相談窓⼝」または、各課が所掌している
業務に関連して受けた相談の内容に応じて、情報共有の上で連携を⾏います。また、地
域からの情報提供への対応も⾏うとともに、相談内容に応じて関係機関・関係団体の
紹介を⾏っていきます。 

 
■相談窓⼝・連携体制（イメージ） 
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（２）ワンストップ相談窓口の検討 

本市に設置の空家等相談窓⼝とともに、所有者からの空家等の適切な管理や有効活
⽤などの相談にワンストップで応じることが可能なＮＰＯ法⼈や⺠間事業者による総
合相談窓⼝の開設を検討します。 

令和元年度（2019 年度）現在、東京都では、空家等に関する普及啓発の取り組みと、
所有者からの相談に無料で応じるワンストップ相談業務を⼀体的に実施する事業者を
公募し、５者が選定され、「東京都の空き家ワンストップ相談窓⼝」として運営されて
います。 

 
■ワンストップ相談窓⼝（イメージ） 
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８．空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

８-１ 空家等に関する対策の実施体制 

（１）空き家等対策庁内連絡会（平成２７年度～） 

空家等に関する対策について、本市の関係部署が横断的に連携して対応や対策推進
を⾏っていく必要があることから、庁内組織として「東久留⽶市空き家等対策庁内連
絡会」を設置しています。 

なお、本計画の策定に伴い、「東久留⽶市空き家等対策庁内連絡会」に代わり、「（仮
称）東久留⽶市空家等対策庁内検討委員会」の設置を検討します。 

 
（２）空家等対策協議会 

空家等対策計画の作成及び変更並びに実施にあたり、専⾨的な知⾒や第三者からの
多⾓的な意⾒を捉える必要から、東久留⽶市空家等対策協議会条例に基づき、市⻑の
ほか、幅広い分野の専⾨家や市⺠等で構成する「空家等対策協議会」を設置していま
す。 

 
（３）(仮称)空家等対策協議会 特定空家等協議部会 

「空家等対策協議会」から特定空家等の認定についての助⾔を市に⾏う組織として、
「空家等対策協議会」の作業部会として「（仮称）特定空家等協議部会」を設置するこ
とを検討します。 
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９．その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

９-１ 本計画の見直し 

「計画期間」(P.29)に記載のとおり、本計画は令和 2 年度（2020 年度）より令和 8 年
度（2026 年度）までの 7 年間を計画期間とし、最終年度に計画の⾒直しを⾏います。 

本計画に基づく施策や措置の事例を収集し、空家等対策協議会への進捗報告を⾏うと
ともに、本計画の⾒直し時における施策の効果検証によって、次期計画の検討につなげ
ます。 
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９-２ 東京都における取り組み 

東京都では、下記に例⽰する空家等対策に関する取り組みを実施しています。本市は、
東京都における空家等に関わる取り組みを活⽤し、効果的な施策を検討していきます。 

 
① 「東京都における空き家の有効活用、適正管理等の推進に関する協定書」に基づく相

談体制の整備 

東京都では、空き家の有効活⽤、適正管理等を推進するため、不動産・建築・法律
等の専⾨家団体及び⾦融機関と、協⼒・連携に関する協定を締結しています。この協
定に基づき、本市を含め都内に空き家を持つ所有者等に対し、専⾨家等による相談
対応を⾏っています。 
解消する課題 空家等になる前からの資産管理・活用の啓発、総合的な支援体制 

 
 

② 東京都の空き家ワンストップ相談窓口（東京都空き家利活用等普及啓発・相談事業） 

東京都が公募、選定した事業者が、空き家の発⽣抑制・有効活⽤・適正管理に関す
る普及啓発の取り組みと、空き家所有者等からの相談に無料で応じるワンストップ
相談業務を⼀体的に実施しています。 
解消する課題 空家等になる前からの資産管理・活用の啓発、総合的な支援体制 

 
 

③ 東京空き家ガイドブック 

東京都では、モデル事業で収集した空き家の解決事例と、空き家の解決の⼿がか
りとなる空き家の基礎知識を取りまとめた「東京空き家ガイドブック」を作成し、無
料配布しています。 
解消する課題 空家等管理意識の醸成、空家等になる前からの資産管理・活用の啓発 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資 料 編 
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空家等対策の推進に関する特別措置法 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護する

とともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関

する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以

下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な

事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の

福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着す

る物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われてい

ないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放

置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を

定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
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一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関

する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定に

よる代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の

提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認

める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの

法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができ

る。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職

員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証
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明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必

要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的

で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについ

て、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度に

おいて、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係す

る地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供

を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸

するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管

理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベー

スの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他

これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立

木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊

等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態

にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又

は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。 
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３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じよ

うとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期

限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び

自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定める

ところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができ

る。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を

命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導

又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続によ

り命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措

置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合に

おいては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わ

ないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあら

かじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通

省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この

場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはなら

ない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十

二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るた

めに必要な指針を定めることができる。 
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15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・

総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地

方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料

に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料

に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要

の措置を講ずるものとする。 
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東久留米市空家等対策協議会条例 

平成30年３月30日条例第11号 

（設置） 

第１条 東久留米市における空家等（空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律

第127号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する空家等をいう。以下同じ。）に関

する対策を総合的かつ計画的に実施するため、法第７条第１項の規定に基づき、東久留米

市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議する。 

(１) 法第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。 

(２) その他空家等に関し、東久留米市長（以下「市長」という。）が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、市長のほか、次の各号に掲げる者で、市長が任命する委員12人以内をも

って組織する。 

(１) 公募による市民 ２人 

(２) 法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験のある者 ８人以内 

(３) 市長が特に必要と認める者 ２人以内 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、委員のうちから、会長が指名する者をもって充てる。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議長は、会長が務める。 

４ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決すると
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ころによる。 

５ 協議会の会議は、公開とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(１) 東久留米市情報公開条例（平成12年東久留米市条例第６号。以下「情報公開条例」

という。）第７条に規定する非開示情報を含む場合 

(２) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営が著しく阻害されると認める

場合で、協議会の議決により、その会議の全部又は一部を公開しないとしたとき。 

（部会） 

第７条 協議会は、特定事項について調査及び検討を行わせる必要があると認めるときは、

部会を置くことができる。 

２ 部会の部会長及び委員は、協議会の委員のうちから、会長が指名する。 

３ 部会の会議は、公開とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(１) 情報公開条例第７条に規定する非開示情報を含む場合 

(２) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営が著しく阻害されると認める

場合で、部会の議決により、その会議の全部又は一部を公開しないとしたとき。 

４ 前２項に定めるもののほか、部会に関する事項は、協議会において決定する。 

（委員以外の者の出席等） 

第８条 協議会及び部会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させて意見を

聴き、又は委員以外の者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第９条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と

する。 

（庶務） 

第10条 協議会の庶務は、環境安全部環境政策課において処理する。 

（委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

（以下略） 
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空家等対策計画策定の検討経緯 
 

開催年月日 検討内容 

平成 30 年 8 月 27 日 平成 30 年度第 1 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・協議会の運営について 

・空き家の実態と空き家対策の課題 

11 月 20 日 平成 30 年度第 2 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・空家等対策計画策定の基本方針（案） 

平成 31 年 2 月 5 日 平成 30 年度第 3 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・空家等対策計画策定の基本方針【決定】 

・空家等対策協議会作業部会 

令和元年 5 月 9 日 令和元年度第 1 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・東久留米市空家等対策計画（事務局案） 

・空家等対策協議会作業部会 

5 月 23 日 令和元年度第 1 回東久留米市空家等対策協議会有効活用部会 

主な議題 

・総合相談窓口の必要性と体制 

・地域住民との連携 

・利活用希望をつなぐマッチングサービスの検討 

5 月 27 日 令和元年度第 1 回東久留米市空家等対策協議会特定空家等部会 

主な議題 

・空家等に関する適正管理の流れ 

・特定空家等に対する措置の体制 

・現地調査票と特定空家等判定基準 

6 月 20 日 令和元年度第 2 回東久留米市空家等対策協議会有効活用部会 

主な議題 

・総合相談窓口の必要性と体制 

・地域住民との連携 

・利活用希望をつなぐマッチングサービスの検討 

6 月 21 日 令和元年度第 2 回東久留米市空家等対策協議会特定空家等部会 

主な議題 

・空家等に関する適正管理の流れ 

・特定空家等に対する措置の体制 

・特定空家等判定基準 



 

P.71 

令和元年 

（つづき） 

7 月 25 日 令和元年度第 3 回東久留米市空家等対策協議会有効活用部会 

主な議題 

・利活用希望をつなぐマッチングサービスの検討 

8 月 8 日 令和元年度第 2 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・東久留米市空家等対策計画（素案） 

11 月 7 日 令和元年度第 3 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・東久留米市空家等対策計画（案） 

11 月 20 日 

～ 

12 月 11 日 

＜パブリックコメントの実施＞ 

東久留米市空家等対策計画（素案）への意見募集 

・意見提出者数 1 人、意見数 1 件 

令和 2 年 1 月 29 日 令和元年度第 4 回東久留米市空家等対策協議会 

主な議題 

・東久留米市空家等対策計画（案） 

2 月 4 日 東久留米市空家等対策計画【決定】 
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第１期 東久留米市空家等対策協議会 
 

区分 
氏名 

（敬称略） 
任期 役職 

市長 並木 克巳 － 会長 

公募市民 殿田 俊三 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

公募市民 志藤 美和 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

学識経験者 北村 喜宣 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

学識経験者 川 義郎 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
副会長 

学識経験者 武藤 進 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

学識経験者 塩野 麻里 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

学識経験者 齋藤 正人 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

学識経験者 濱中 冬行 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

学識経験者 小林 尚生 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

市長が特に必要と認める者 内山 実 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
  

市長が特に必要と認める者 長谷川 新一 
平成 30 年 8 月 27 日から 

令和元年 9月 30 日まで 
 

市長が特に必要と認める者 結城 正博 
令和元年 10 月 1 日から 

令和 2年 8月 26 日まで 
 

令和２年２月４日現在 
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